
電話番号

②成果参考指標の目標（実績）と施策の現状、及びその評価

年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位 年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位

目標値 303,100.0 306,600.0 310,000.0 313,500.0 目標値 159570.0 160440.0 161421.0 163263.0

取組目標値 取組目標値

実績値 299,700.0 300,400.0 306,800.0 実績値 158679.0 159003.0 160362.0

達成率 － 99.2 100.1 － ％ 達成率 － 99.7 100.0 － ％

目標値 56.0 60.0 63.0 68.0 目標値 62.0 67.0 71.0 73.0

取組目標値 取組目標値

実績値 52.0 52.2 53.2 実績値 59.0 60.9 64.7

達成率 － 93.3 88.7 － ％ 達成率 － 98.3 96.6 － ％

③評価時点での施策目的に対する現状

④総合的な評価

⑤課題の認識

⑥今後の取組みの方向性

緊急輸送道路上の
防災危険個所整備率

% 緊急輸送道路上の
橋梁耐震対策実施率

%

評価時点での総合的
な評価

Ａ:順調に進んでいる
Ｂ:概ね順調に進んでいる（見
直す点がある）
Ｃ:あまり順調に進んでいない

・洪水から保全される人口は、目標を上回っており、県管理の河川改修は概ね計画に沿って進んでいる。
・土砂災害から保全される人口は、ほぼ目標を達成し、土砂災害防止対策のためのハード整備は計画に沿って進んでいる。
   道路の落石対策については、平成28年に策定した「落石に係る道路防災計画」に沿って、斜面に存在する不安定な
   石の除去や30cm未満の石の対策を優先して実施している。
・緊急輸送道路上の橋梁耐震化については、対象の207橋のうち、特に耐震性が低い昭和55年より前の設計基準で
   建設した橋梁（119橋）を優先して実施し、95％(113橋）が完了した。
・河川改修や砂防事業などのハード整備には、多くの予算と時間が必要なことから、ソフト対策（県管理河川に関する減災
　対策協議会の設立、防災意識の向上のための啓発活動、土砂災害特別警戒区域の指定促進や周知、土砂災害予警報
　システムなどによる警戒避難態勢の支援など）の充実に取り組んでいる。

B

判断

①施策の目的等

施策の名称

（１）平成３１年度
末の施策目的の達成
状況（予測）
Ａ:達成できる
Ｂ:概ね達成できる
Ｃ:達成は困難

判断 その理由（④の「判断」と異なる「判断」の場合のみ記載）

B

（２）施策の目的達
成に向けての課題

・県内には防災対策が必要な箇所が多数存在するうえ、１箇所の整備に多くの時間を要することや、既存施設の老朽化等に伴い維持・更新費が
　増加傾向にあることに対応した予算の確保が必要である。
・河川改修事業では、整備が遅れている県東部の低平地の改修に多大な費用を要する。また、平成30年7月豪雨において大きな被害が発生した
　江の川下流域の早期河川改修の必要性が高まった。
・河川改修事業や砂防事業は、ハード・ソフト対策を計画的・一体的に推進することが必要である。
・近年、多発化、激甚化する豪雨災害に対し、迅速な復旧はもとより、再度災害の防止に向けた河川整備の推進が求められている。
・道路防災事業では、現在実施中の道路防災点検結果（平成28～平成31年度）に基づき、要対策箇所を見直し、県全体の安全度について
　早期の底上げを図ることとしているが、確実な事業進捗のためには事業予算の確保が必要である。

課題解決に向けての
今後の取組みの方向
性

・災害に強い県土づくりのための事業費を確保するため、機会を捉え国へ予算要望するとともに、コスト縮減、長寿命化によるライフサイクルコスト
　の縮減などに取り組む。
・平成30年7月豪雨において大きな被害が発生した江の川下流域の早期河川改修などを国に強く求めていく。
・長寿命化計画に基づき老朽化対策を計画的に実施する。
・県東部の河川整備延長を増やすため、暫定改修やコスト縮減などにより効果的な事業執行に努める。
・治水対策や土砂災害対策は、ハード整備を進めながらソフト対策を併せた総合的な防災対策を進める。
・ダム建設事業の早期完成に向け、必要な予算確保とコスト縮減、工期短縮に努め、効率的な事業進捗を図る。
・海岸の浸食対策は、離岸堤、人工リーフの整備に加え、浸食が進行する箇所への養浜など効果的な対策を行うとともに、予算の効率的執行のため、
　養浜でのサンドリサイクルに取り組む。

人

その理由

施策Ⅱ－１－７　災害に強い県土づくり

　道路防災対策、治山治水対策、土砂災害対策、海岸保全対策等により県土を整備し、豪雨、台風、地震等の発生時における県民の生命、身体及び財産への被害
の発生を未然に防ぎます。

数値目標

成果参考指標の実績
等の補足説明（任意
記載）

評価時点で施策目的
に対する現状
（客観的事実・データなどに
基づいた施策の現状や取組状
況）

数値目標

定性目標

平成28年度～平成31年度

事務事業所管部局長
（幹事部局）

土木部長　真田晃宏 0852-22-5182

・県管理河川の整備率（50mm/h雨量に対応できる改修が行われた区間の割合）は、平成29年度末時点で31．9%である。県東部は16．1%で、
　県西部（43．9%）、隠岐（77．9%）に比べ整備が遅れている。
・大橋川改修は、松江市内４地区で堤防工事が着実に進められ、平成29年度は上追子川排水機場工事が始まった。
・平成29年7月の県西部の豪雨（大雨特別警報発令）に際しては、御部ダム、大長見ダム等の洪水調節によりダム下流域の水位を大幅に低減すること
　ができた。
・土砂災害危険箇所の整備状況は、砂防課所管の要対策箇所（5,889箇所）で18．7%の整備率、農地整備課所管の地すべり防止区域（303区域）
　で65%の整備率、森林整備課所管の山地災害危険地区（14,777箇所）で35．7%の整備率である。
・落石などの道路防災に係る要対策箇所（2,136箇所）の整備率は37．8%である。そのうち、緊急輸送道路上の整備率は53．２％である。
・緊急輸送道路上で耐震対策が必要な橋梁（207橋）の耐震化実施率は64．7%である。

施策評価シート 評価実施年度： 平成３０年度

洪水から保全される人口
人 土砂災害から保全される

人口

目的



（単位：千円）

1
公共土木施設長寿命
化計画の策定

0 0 技術管理課

2 防災事業 3,621,114 5,668,613 道路維持課

3 冬道バリアフリー事業 1,729,730 1,207,114 道路維持課

4 橋梁耐震事業 1,862,805 1,872,292 道路維持課

5 無電柱化事業 2,346 0 道路維持課

6 河川・海岸計画 34,760 67,560 河川課

7 中小河川の改修事業 4,014,833 5,273,608 河川課

8 ダム建設事業 2,288,456 3,161,222 河川課

9 河川維持修繕事業 1,186,490 1,588,985 河川課

10 海岸浸食対策事業 90,206 126,517 河川課

11 海岸維持修繕事業 50,783 104,717 河川課

12 河川管理事業 99,109 109,870 河川課

13 海岸管理事業 0 0 河川課

14 ダム管理事業 823,100 812,612 河川課

15
斐伊川放水路事業促
進事業

338,645 382,957
斐伊川神戸
川対策

16
大橋川改修事業促進
事業

81,046 85,983
斐伊川神戸
川対策

17 海岸保全事業（港湾） 301,302 413,749 港湾空港課

18 砂防事業 2,295,215 3,283,776 砂防課

19 地すべり対策事業 441,922 881,437 砂防課

20
急傾斜地崩壊対策事
業

1,274,238 2,332,787 砂防課

21 雪崩対策事業 0 0 砂防課

22 1,210,049 1,442,341 農地整備課

23 1,161,331 1,140,844 農地整備課

24 41,828 46,518 農地整備課

25 2,035,220 2,997,079 森林整備課

26 40,610 182,940
漁港漁場整
備課

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

農村地域防災減災事業（地す
べり対策事業）
農村地域防災減災事業（ため
池等整備事業）

防災ダム管理及び保守事務

治山事業

漁港海岸保全事業

施策Ⅱ－１－７　災害に強い県土づくり

所管課名

施策の名称

前年度
事業費

目的（意図）事務事業名
今年度
事業費

ダム下流の洪水被害をなくし、県土の保全と安全安心な生活を確保する。

公共土木施設の安全性を確保するため、『島根県公共土木施設橋寿命化計画』及び
『各施設の個別計画』の策定とその実行により老朽化対策を着実に進める。

斐伊川神戸川治水事業推進のため、市民の理解が得られるようにするとともに、大橋川
改修が、まちづくりや環境と調和した計画となるように、地元住民の意見を十分聴き、事
業への理解と協力が得られるように努める。

土石流災害に対し、県民が安全に暮らせる環境を整備する。

津波、高潮、風浪、その他海水又は地盤の変動による被害から防護するとともに、海岸
環境の整備と海岸の適正な利用を図り、県土の安全度を高め民生の安定を図る。

冬期における道路交通の安全を確保する。

県管理道路において電線類地中化事業を活用して電線・電柱をなくすことにより、良好
な景観を形成し、安全で快適な通行空間を確保するとともに、万一の地震災害時に電
柱の倒壊による道路の寸断を予防しライフラインを確保する

洪水被害の軽減と河川維持用水の確保

洪水被害を軽減させ、流域住民の安全で安心な暮らしを確保する。

適正に管理することにより流域住民が安心して暮らせるようにする。

適正に管理することにより周辺住民が安心して暮らせるようにする。

安全で安心な道路通行空間の確保を図る。

道路を安全で快適に利用できるようにする。

河川・海岸の工事や維持を行う上での具体的な整備の目標や手法を明らかにする。

侵食や越波被害を軽減させ、周辺住民の安全で快適な暮らしを確保する。

地すべりによる農地及び家屋への被害を防止することにより、県土の保全と安全安心な
生活を確保する。

洪水被害や渇水被害から守る。

防護、利用上における海岸の適正管理の一環として、海岸の適正利用の推進を図る。

治水、利水上における河川の適正管理の一環として、河川の適正利用の推進及び愛護
意識の向上を図る。

侵食や高潮による海岸の被害を防止し、安全で安心して暮らせるようにする。

がけ崩れ災害に対し、県民が安全に暮らせる環境を整備する。

地すべり災害に対し、県民が安全に暮らせる環境を整備する。

斐伊川放水路建設に伴い、移転等のため生活環境に支障が生じることとなった周辺住
民の方々の生活環境を改善するため、道路、集会所、上下水道設備などそれまで未整
備であった生活基盤施設の整備を行うもの。併せて、放水路建設を着実に進めていくた
め、周辺住民の方々の理解をいただくため行う周辺対策事業の側面をも持つ。

施策評価シート別紙２（事務事業一覧）

雪崩災害に対し、県民が安全に暮らせる環境を整備する。

ため池の決壊等による下流地域の洪水被害を防止することにより、県土の保全と安全安
心な生活を確保する。

山地災害の防止対策により森林を整備し、集中豪雨、台風、地震等の発生時に県民の
生命・財産等への被害発生を未然に防止する。


